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は じめ に
1995年の阪神 ・淡路大震災の救援活動 におけるボランティア団体の活躍が大 きな契機とな
って,今 日,日本でも民間非営利組織(nonpro趾organizations:以下,NPO)が社会的な注 目
を集めている。こうした災害救援活動は,従 来,公 共財供給を担 う政府の伝統的役割とみなさ
れて きたが,政 府の官僚的 ・画一的な対応では十分でな く,市民の自発的な参加 を基礎 とした
機動力のあるNPOが大 きな役割 を発揮 したといえる。わが国において市民活動団体 に初めて
法人格を付与する特定非営利活動促進法(以 下,NPO法)が 施行 されたのが1998年12月であ
るが,2002年8月現在,全 国ですでに7,000を超 える団体がNPO法上の特定非営利活動法人
(以下,NPO法人)と しての認証を受け,様 々な分野で活動 している。これに公益法人(民 法
34条に基づいて設立 される財団 ・社団法人),特別法に基づ く 「広義の公益法人」(社会福祉
法人,学 校法人,医 療法人,宗 教法人など)な どの伝統的な非営利法人,さ らに任意団体の市
民活動団体 を含めれば,全 国で少な くとも20万団体以上が活動 しているとみ られている。
世界的にも,非営利組織革命(globalassociationalrevolution)と呼ばれるように,1970年
代以降,先 進諸 国を中心 とす るNPOの成長にはめ ざま しい ものがある。 アメ リカのジョン
ズ ・ホプキンス大学 を中心 とす る非営利セ クター国際比較研究 プロジェク ト(TheJohns
HopkinsComparativeNonpro趾SectorPr(eject)による22力国対象の調査は,1995年時点でボ
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ランティアを含めた非営利セクターの被用者数 は全雇用の6.9%(有給労働者のみの場合 は
4.8%)を占めることを明 らかにしている(SalamonetaL1999)。NPOの経済規模について も,
90年から95年にかけてのわずか5年間で,ア メ リカ合衆国や フランス,ド イッ,ベ ルギー,
オランダ,日 本などのOECD主要諸国において平均24%という急成長 を記録 したといわれて
いる(AnheierandKendal1,eds.2001,1)。
NPOの急速な 「経済成長」の背景には,NPOと他の主要な経済セクターである政府セクタ
ーや企業セクターとの間のパー トナーシップの進展がある。 とりわけ,公 共部門における民営
化や二:ユー ・パブリック ・マネジメン ト(NewPublicManagement:NPM)とも呼ばれる企
業経営的手法導入の行政改革の大 きな流れのなかで,公 共サービスの提供者 としてのNPOの
役割への期待 が高まっている。NPOは公共政策(政 府)と の関係が密になるにつれて,政 策
の実行 レベルにおいて も,従来の 「周辺的な存在」から,よ り主要な 「プレイヤー」に位置づ
けられるようになっている。同時にその運営形態 も伝統的なボランティアや寄附への依存か ら,
公的補助金や契約,そ して雇用労働の有給スタッフへの依存を強める方向に変化 しつつある。
一方で,公 共サービスの供給分野でNPOが発展 している国々においては,す でにNPOの自
立性やアイデ ンティティの危機が指摘 される傾向にある。公的な契約や制度的枠組みのなかに
NPOの活動や機能が組み込まれ,NPO本来の特徴が変質 して しまう 「契約文化」や 「制度化」,
あるいは 「商業化」(Weisbrod.ed.1998)と呼ばれるような様 々な現象が指摘 されている。
NPOと他のセクターとの間の境界は,政 府セクターや企業 セクターとの間の協働や競争を通
じてます ますあいまいにな りつつあるといえる。
日本のNPOは,「NPO先進国」 と呼ばれるアメ リカのNPOと比較す ると,国民経済に占め
る経済規模や個々の組織規模 という点で,依 然として周辺的であるし,政府に対 してア ドボカ
シー を行使する能力 も弱い。現状ではNPOの商業化や自律性の喪失という現象が顕在化 して
いるとはいいがたい。 しか しながら,他 の経済セクター との連携,特 に政府 とのパー トナーシ
ップは,NPO法の成立や介護保険制度 に代表される福祉多元主義の進展,公 共サービス分野
における官民パー トナーシップ(publicPrivatePartnership)への注 目の高 まりなど,公 共政
策の変化 を背景 として着実に拡大 しつつある。したがって,NPO・政府のパー トナーシップ
がすでに進展 している諸外国の事例を検討することは,日 本における両セクターのパー トナー
シップのあ りかたを展望する上でも有益である。
以上のような問題関心か ら,本稿ではNPOに関する先行研究の理論的成果 も踏 まえなが ら,
NPO(ボランタリー組織)と 政府 とのパー トナーシップが大 きく進展 しているイギリスの事
例を中心 に,両 セクターのパー トナーシップの含意について公共政策の変化 と関連づけなが ら
考察する。あわせて,イ ギリスの経験がNPO・政府のパー トナーシップ研究にどのような有
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効な視点を提供 しているのかについて論 じることにする。
1.NPOの 特 徴 の理 論 的 説明=パ ー トナ ー シ ップの 背景
NPOが市場経済においてなぜ形成 され,生 存 しうるのか とい う問題は,新 古典派の経済学
者によって,主 として 「政府の失敗」 と 「市場の失敗」 との関連で論 じられてきた。そこで明
らかとなったのは他 の2つのセクター と相対的に区別 されるNPOの経済主体 としての特徴で
ある。また,政 治学者や社会学者は,コ ミュニティにおいて信頼やネッ トワークを創造する能
力 といったNPOの政治的側面にも関心 を寄せてきた。
そうした特徴は,後 述するように消費者や寄附者個人を引きつけるのみならず,他 のセクタ
ーがNPOとのパー トナーシップを選択する誘因ともなっている。 ここでは,パ ー トナーシッ
プの背景にあるNPOの特徴を扱 ってきた主要な理論 についてとりあげることにする。
(1)「公共財」理論:「 政府の失敗」アプローチ
日本では,長 い間,公 益(不 特定多数の者の利益)あ るいは公共性 を代表するものは,行 政
あるいは行政から特別に設立を許可された公益 目的の団体(公 益法人等)で あると考えられて
きた。公益法人等の設立許可 も,主務官庁がその公益性の有無 を判断することになる。 こうし
た政府による公益 ・公共の独占は,「公益」が行政の裁量で都合 よく 「官益」 にゆがめ られる
などの弊害を生 じさせて きたといえる。 しか し,今 日では,NPOを 「新 しい公共」 と表現す
るように,従 来,政 府 ・公共セクターが独占 していた公共サービスの供給者 としての役割を,
NPOに対 して期待する傾向が強 まっている。
こうしたNPOへの期待の背景には,公 共サービスに対する需要の多様性があるといえる。








このような 「公共財の理論」か らすれば,政 府の画一的なサービスに満足で きない多様なニ
ーズ を持った人々がそのニーズを満 たすためにNPOを設立 した り,あ るいはそういった団体
のパ トロン(寄付者 ・顧客)に なるという現象がみ られるようになる。一方で政府の側 も,多
様 な需要にこたえるためにNPOを支援するための政策 ・制度的枠組み を積極的に形成する傾
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向にある。このように,公 共サービス需要の多様性 にこたえるという役割がNPOには期待 さ
れているのである。
しか しなが ら,ハ ンズマ ンに よれば,ワ イズ ブロ ッドの議 論 は2つ の点で限界があ る
(Hansmann1987,29)。第一に,特 に近年シェアを急速に高めている事業型NPOがそ うである
ように,NPOによって提供 されているサービスの多 くは,公 共財 とい うよりも私的財 に近い
からである。第二に,な ぜ営利企業ではな く,NPOが公共財の満たされない需要を充足 しう
るのか,と いうことを十分説明できていない とい う点である。
なお,ヤ ングはNPOと 政府 のパ ー トナーシ ップ を補完 的(supplement),相補 的
(complementary),対抗的(adversarial)といった3つのモデルに分類 しているが,NPOを政
府の公共財供給 を補完する ものとみ なす公共財理論 の考え方は補完モ デルに分類 されよう
(Young2000)。
(2)「契約の失敗」理論:「 市場の失敗」 アプローチ
サービスの性質によっては,サ ービスの供給者 と消費者 との問に,市場の失敗の一種である
情報の非対称性(サ ービス供給側への情報偏在)が生 じる場合がある。とりわけ,教育,医 療,
保育,高 齢者介護 といったサービスの場合がそうである。
このようなサービスでは,NPOが供給するサー ビスの方が営利企業 による供給 よりも消費
者の支持が得 られやすい傾向にある。これは基本的にはNPOの非分配制約,す なわち,「収入
か ら費用 を差 し引いた純利益(利 潤)を 利害関係者に分配することが制度的にで きない」 とい
う制約に起因すると説明 される。例えば,営 利病院の場合,利 潤追求のために情報の非対称性
をむ しろ濫用 して,必要以上のあるいは質の悪いサービスを消費者に押 し付ける可能性がある。
ハ ンズマ ン(Hansmann1980)は,こ のようにサービスの供給者 と消費者 との間に情報の非対
称性があるために,通 常の契約メカニズムでは消費者に適切な監視手段を提供で きない状態 を
「契約の失敗」(contractfailure)と表現 し,こ うした契約の失敗が生 じやすいところでNPOは
設立 される傾 向があると説明 している。
す なわち,ハ ンズマンの理論によれば,契 約の失敗が生 じやすい医療サービスにおいても,
非営利病院の場合,非 分配制約によって理事 ・医師等の利害関係者が患者に劣悪なサー ビスを
提供することで利益を得ることが制度的に制約されているので,情 報の非対称性を濫用 し機会
主義的行動 をとるインセ ンティブはもともと働きにくく,サ ービスの量や質も確保 されるとみ
なされるわけである。
しか しながら,経営者 らの機会主義的行動 を抑制 し消費者を保護するには,こ の非分配制約
だけでは十分ではない。 アメリカのNPOや日本の公益法人の間で役員の高額報酬が しば しば
問題 となるように,役 員報酬の引 き上 げがその機会主義的行動のインセ ンティブとな りうるか
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らであ る。ハ ンズ マ ンも最近 の著書 で,非 営利形 態が きわめて不完 全 な消費 者保護 の装置であ
り,そ れ は顧 客 に奉仕 す る とい う積極 的 なイ ンセ ンテ ィブ を作 り出す もので はない と述べて い
る(Hansmann1996,235)。
(3)消費者統 制理論:「 ステ イクホル ダー」 ア プローチ
ハ ンズマ ン らが情報 の非 対称性 の機 会主 義的利用 を非分配制 約 にま って緩和 す ること を強調
す るのに対 して,ベ ン ・ナー(Ben-Ner1986)は,非分配制約 の機 能 を重視 しなが らも,む し
ろ消 費者 に よる組織 の直接 的統制(control),すな わち,消 費 者統 制(consumercontrol)に
よる情報 の非対称 性 の緩和 を強調 す る。 ベ ン ・ナー ら(Ben-NerandHoomissen1993)によれ
ば,ワ イズ ブロ ッ ドやハ ンズ マ ンの議論 は,満 た されない需 要 とNPOの 形 成 との間 にある段
階(step)の存在 を軽視 して いる。 しか しなが ら,需 要の存在 だけ で組 織の形成 を説 明するの
は十 分で はない。 ベ ン ・ナー らによれば,満 た され ない需要 を持 つ利害 関係 者集 団が,組 織 を
統 制す る欲 求 と能力 を有す る場合 にのみNPOは 形 成 され るので あ り,NPOと は 「(需要サ イ
ドの)ス テ イクホル ダー に よって統制 され る組 織(stakeholdercontrolledorganization)」と表
現 され る。 ベ ン ・ナー らに よれば,「ス テイ クホル ダー による統制(control)こそ,市 場 と政
府の失敗 を正 す非 営利組織 の能力 の鍵 」((Ben-NerandHoomissen1993,28)なの である。
(4)企業 家理論:供 給サ イ ドアプ ロー チ
ワイズ ブ ロ ッ ドらの理論 的 アプ ローチが需 要サ イ ド(demandside)のニ ーズ にNPO形 成
の根 拠 を求 める需要 サ イ ドの経 済理 論で あ るの に対 して,NPOの 企業 家的特徴 を よ り強調 す
るヤ ング(Young1983,1986)らの議論 は,し ば しば供 給サ イ ド(supplyside)の理論 とみ な
され る。
ヤ ングに よれ ば,需 要サ イ ドの理論 は その ような需 要が いかに して現実 のサ ー ビスの供給 に
転 化す るのか とい う問題 を不 問 に した ままであ るが,現 実 に供給 が な され る背景 に は様 々な企
業家 的モ チベ ー シ ョンが存在 す る。 す なわち,NPOが 形 成 され る背 景 には様 々 な タイ プの企
業家 精神 が存在 す るので あ り,NPOは そ う した企 業家精神 を引 き付 ける道具 とみ な される傾
向 にあ る。例 え ば,「芸術 家(artist)」は,彼 自身の創 造的 なエ ネル ギー を組織 的 ・計 画 的な
実在 に転化す るため にNPOに 引 き付 け られ るのであ る(Young,1986)。
ジェーム ズ(James,1987)もNPOの企 業家 的側面 に注 目 してい るが,宗 教 的価 値の 普及 を
そのNPOの 企業 家精神 の主 要 な源 泉 とみ な している。す なわち,宗 教的価 値 を他 の人 々 に普
及 した り,自 分 たちの グループ内で保持 す るための環境 を創 り出す ために,教 育,社 会サ ー ビ
ス,そ して医療サ ー ビス な どの供給 団体 が設立 されるのであ る。
最近 の社 会企業 家(socialentrepreneurship)をめ ぐる議論 も,こ うした供給 サ イ ド理論 の
延長上 に位 置付 け るこ とが で きよ う。実 際,社 会企 業家 の台頭 は,多 くのNPOの 設 立 に大 き
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な影響 を与 えて いる し,NPOは そ うした企 業家精神 を引 き付 け る強力 で人気 のあ る手段 とみ
な されてい る(Frumkin2002,130)。
(5)社会的資本(ソ ーシ ャル ・キ ャピ タル)理 論:NPOの 政治学 的ア プローチ
ワイズ ブ ロ ッ ドやハ ンズマ ン,ベ ン ・ナー,ヤ ングらに よるNPOの 特 徴の経 済理論 的 説明
は,政 府や市 場 とは相対 的 に異 な る特徴 をNPOが 有 してい る こ とを経 済学的 ア プローチ か ら
明 らか に して きた。そ して,そ う した特徴 が一方で政府 セ クターや企業 セ クター,あ るいは社
会 的 目的を持 った企業 家 を引 き付 ける源泉 に もな っている。
一方 で,NPOの 政 治的 な側面,す なわち,コ ミュニテ ィにお いて信頼 や ネ ッ トワー クを創
造す る能力 な どに注 目す るのが,社 会 的資本(socialcapita1)(Coleman1990;Putnam1993,2000)
の ア プロー チで ある。近 年,NPOは 政治 学者,社 会学 者,そ して,経 済開発 を扱 う経済 学者
らに よって社会 的資本 の文脈 で論 じられ るこ とが多 くな って きた。 この場 合 の社 会 的資本 は,
政治学 者パ ッ トナ ムな どによれば,コ ミュ ニテ ィにおい て,効 果的 な協 働 を促進 す る(水 平的
な)ネ ッ トワー クや信頼,規 範 な ど,社 会生 活上 の側面 を表現 す る概 念 であ る。 この概 念 は,
「集 団主義」 に典型 的 にみ られ る 「仲 間 うち集 団内での信頼 」 を越 えた人 間一般 に対 す る信頼,
す なわ ち 「一般 的信頼」(山 岸1998)1)の意 味内容 も包含 している。す なわ ち,家 族 主義 や集
団 主義 にみ られ る 「強 い結 合」(垂 直 的ネ ッ トワー ク)は,各 グルー プ内での協 力 は維 持 させ
るが,「 社 会的 分裂 を横 断 す る市 民 的参 加 の ネ ッ トワー クは,も っ と幅広 い協 働 を育 て る」
(Putnam1993,175)のであ る。 この場 合,コ ミュニテ ィにお いて,「社会 的 ネ ッ トワー ク」 あ
るい は 「一般 的信頼」 を創 造 し維持 す る重 要 な役 割 を担 うのがNPOで あ る。市民 参加 の ネ ッ
トワー ク とい う社会 的資本 の蓄積が,地 方 自治体 に よる公 共政策 の遂 行 な ど,コ ミュニテ ィに
お ける制度 の成功 を容 易 にす るので ある。す なわち,パ ッ トナ ムに よれ ば,政 府のパ フォーマ
ンス は,コ ミュニ ティの問題へ の市民参 加(ci廿zenengagement),す なわち,彼 が社会 的資本
と呼ぶ もの に強 く影響 され てい るのであ る。政府がNPOと パ ー トナー シ ップ を組 む背景 には,
社 会 的資本 の創 造者 と してのNPOの 能力 へ期 待が ある と考 え られる。今 日,社 会 的資本 は経
済開発 や都 市再 生分野 の政策 におい て も,そ うした公 共政策遂行 に欠 かせ ない資源 と して認識
され ている(HabbittJonesandMeegan2000;佐藤編2001)。
2.イ ギ リス にお け る公共 政策 の変化 とボ ラ ン タ リー組織(NPO)
(1)公共政策の変化 とボランタリー組織
第2次世界大戦後,NPOは政府 との関係 を一貫 して強めてお り,様 々な公共サービスの供給
過程において,主 要な 「プ レイヤー」 と してます ます位置付け られる傾 向にある。 これは
NPOが歴史的に発展 している主要先進諸国に共通する現象である。
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福祉 国家 の形成以前 に 「福祉社 会」 があ った といわ れるほ ど非営 利活動 の長い歴 史 を有す る
イギ リスにお いて も同様 の現象 が進行 してい るが,日 本 や アメ リカで い うNPOは,イ ギリス
では ボラ ンタリー組織(voluntaryorganisation)あるいは ボラ ンタ リー ・セク ターな どと呼 ば
れ る。 イギ リス にお ける公式 に組織 され たボ ラ ンタリー活動 の歴 史 は古 く,6世 紀 には世界最
古 の学校 の ひ とつで あ るカ ン タベ リーの キ ングス ・ス クールが設 立 され てい る(Kendalland
Knapp,eds.1996)。
しか し,ボ ラ ンタリー組織 が公式 の社 会サ ー ビス な どの供給 におい て,国 家 の 「パ ー トナー」
と して の役 割 を担 うよ うに なったの は,純 粋 に20世紀 の現象 であ る。戦 後福祉 国 家体 制の創
造者 の ひと りであ るベバ リ ッジ卿 で さえ,国 家の役 割 を強調 す るの み ならず,社 会が健 全 に機
能す るための ボ ラ ンタ リー活動 の重 要性 に注 目 して いた。 もっ と最 近 でい えば,1978年の ウ
ォル フェ ンデ ン報 告 「ボ ラ ンタ リー組 織 の未 来(TheFutureofVoluntaryOrganizations)」
(WolfendenCommittee1978)は,ボラン タリー組 織 を含 めた多様 なセク ターが福 祉供 給 を担
う福 祉多 元主義 を提起 した とい う点で画期 的 なものであ る。 さらに,政 府 と民 間 との 「パー ト
ナー シ ップ」 を推 進す るサ ッチ ャー保守党 政権(1979～1990)以降 の新 保守主義(NewRight)
的政 治体制 の もとで も,特 に90年代 の福祉 改 革 を契 機 と してボ ラ ンタ リー組織 と政府 の公 共
政 策 との 関係 は よ り緊 密 とな って い く。 世 界 的 に も,90年 代 はPFI(PrivateFinance
Initiative)も含 む官民 パー トナー シ ップの構築 が,公 共政策 の主要 な ツール とな りつつ あるが
(Osborne,ed.2001),ボラ ンタ リー組織 の発展 もこう した文脈 の なか に位置付 ける ことが可 能
であ る。 こう した傾 向 は,特 に公共部 門の なかで も改 革が急激 に進行 してい る福祉 サ ー ビスの
分 野 において顕著 であ る。す なわ ち,社 会サ ー ビスの供給 の多元 化 を推進 す る福祉 多元 主義 と
公 的 に コ ン トロール され る市 場,い わゆ る 「準市 場(quasi-market)」の活 用 は,様 々 な問題
をは らむ とはい え,ボ ラ ンタリー組織 に対 して,社 会 的ケ ア市場 にお いて政府 セ クターや民 間
営利 セ ク ター と並 んで活動す る機 会 を提供 してい る。
しか し,政 府が政 策 を実行 す る上 でのボ ラ ンタリー組織 の重 要性 を認識 し,ボ ランタ リー組
織 が政府 の公 式のパ ー トナー となるにつれ て,後 述す る よ うに 「契約文 化(contractculture)」
と呼 ばれ る ようなボ ランタ リー組織 の 自立性 の喪失 も同時 に進行 す るこ とになる。 こう した状
況 の変化 を背 景 と して,1980年代 と90年代 の イギ リス にお けるボ ラ ンタ リー組 織研究 は,ボ
ラ ンタ リー組 織の 自立性 を制約 す る政府 との 「パー トナー シ ップ」 に しば しば焦点 を向 ける よ
うに なる(Harris,RochesterandHalfpenny2001,12)。
(2)コミュニテ ィ ・ケア改革 とボ ラン タリー組織
イギ リスは公共部 門 におい てNPMの 導入 が最 も進 ん だ国の ひ とつで ある。1990年代 に入 る
と市場 化促進 の福 祉制度 改革 が実施 され,ボ ラ ンタリー組織 の性格 に大 きな変化が もた らされ
154 経 営 論 集 一
るこ とになる。1990年成立の国民保健サービス及びコミュニティ ・ケア法(コ ミュニティ ・
ケア法)を 契機 とするコミュニティ ・ケア改革がそれである。これは,福祉サービス分野に擬
似的な市場 システムを導入することによってケアの混合経済化,す なわち福祉多元主義の観点
か らのサービス提供主体の多元化 を大きく推進する試みであるが,そ の主 な特徴を①地方 自治
体の役割の変化,② 準市場の創出を通 じたケアの混合経済化という側面からみてい こう。
① 地方 自治体の役割の変化
コミュニティ ・ケア法(93年本格施行)に よって推進 されたコ ミュニティ ・ケア改革によ
って,地 方 自治体の役割は大 きく変化する。すなわち,サ ービスの直接的提供者 という伝統的
役割か ら,多様なサービス提供主体間の競争を奨励 し,そ うした提供主体 と契約を結び,サ ー
ビスを購入することで,利 用者が多様 なサービスを選択 しうる条件を整備するという,い わゆ
る 「条件整備主体」(enabler)に変化することになる。
1988年の地方 自治法改正 によって福祉分野にも拡大された強制競争入札制度(CCT)が,
すで に民間委託 を推進 していた とはいえ,従 来,自 治体社会サー ビス部(SocialServices
Department:以下,SSD)がサービスの購入 と供給において主導的な役割 を担っていた。 コ
ミュニティ ・ケア改革においては,SSDの自治体直営サービスが完全に否定されたわけではな
いが,直 営サービスと民間部 門のサービスを費用対効果の観点から比較 し,後者が優れている
場合 はそのサービスを購入するという方式がとられるようになる(現 実には原則通 りにはいか
なかったようであるが)。こうした比較評価の公正 さを保証するための行政管理上の制度改革




コミュニテ ィ ・ケア改革の特徴のひとつは,「財源」 と 「供給」の分離を通 じて公的にコン
トロールされた 「準市場」を創出 した点にある。イギリスの場合,財 源については税方式を基
礎に公的に調達 ・管理す る方式 を維持 しなが ら,サービスの供給については 「公」 的部門と並
び,多 様 な 「民」(民間営利 ・非営利)に 委ねられてい くことになる。すなわち,公 的セクタ
ー(publicsector)と,独 立セクター(independentsector)と呼ばれる民間営利 セクター
(privatesector)やボ ランタリー ・セクターが,自 治体 との契約をめぐって互いに競争する擬
似的な市場が形成されることになった。それではなぜ,完 全 な 「市場」ではな く,公的なコン
トロールが働 く 「準市場」であるのか。このことは情報の非対称性の問題に関連 している。す
なわち,福 祉の ようなサービスには,サ ービスの質などに関する情報がサービスの提供側に偏
在 し,サ ー ビスの受け手は十分な情報 を持ち合わせていないという,情 報の非対称性(「契約
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の失敗」)が著 しいという特徴がある。サービス事業者のなかには,こ の情報の非対称性を意
図的に濫用 し,利用者に劣悪なサービスを提供することで不当な利潤を得 ようとする悪質な事
業者 も現れることになる。また,福 祉や医療サービスは 「準公共財」 と表現 されるように,必
ず しも政府 ・公共機関が供給する必要はないが,完 全に市場取引に委ねるのも望 ましくないサ
ービスとみなされている。このように,情 報の非対称性(契 約の失敗)や 準公共財 とい うサー
ビスの性質から,介護サービス市場においては,サ ービスの支払い(需 要)に 必要 とされる財
源やサービスの供給条件 に対する国家のコン トロールが維持されることになる。一方で,供 給
サイ ドについては,国 家はサービスの独占的提供 とい う役割か ら撤退 し,かわ りに多様 なサー
ビス事業者が競争 し合 う市場が創出 される。すなわち,準市場における市場化 は主に供給サイ
ドの市場化を意味 している。
なお,コ ミュニティ ・ケア法の成立後,さ らに民間委託を推進するために,国 か ら地方自治
体に交付 されることになった 「特別移行補助金(SpecialTransitionalGrant:訂G)」の85%以
上を民間サービスの購入にあてることを義務づけたこと(い わゆる 「85%ルー ル」)も,ケ ア
の混合経済化を推進する役割を果た したといえる。
コミュニティ ・ケア改革移行,民 間委託が どれほど拡大 したかをイギリスの統計でみてみよ
う。 まず図表1で施設ケアの売上高 をみると,コ ミュニティ ・ケア法が成立する90年以降,民
間営利 ・非営利(ボ ランタリー)セ クターの伸 びが著 しいのがわかる。90年と97年の数値 を
比較すると,わ ずか7年間で双方とも2倍前後急増 している。一方で公共セクターは長期的に
減少傾向にある。
図表2は在宅ケアの週あた り契約時間(供 給時間)の 統計であるが,こ こで も施設ケアと同
様の傾向を見出すことができる。すなわち,コ ミュニテ ィ ・ケア法が本格施行 され,特 別移行
補助金の支給が開始 される93年以降の民間セクターの伸びが著 しいのに対 し,公共セ クター
(自治体直営)は 近年減少傾向にある。
なお,労 働党のブレア政権において も,サ ッチ ャーやメージャーの保守党政権同様,公 共サ
ービスの民間委託化の傾向に変化はみ られず,高齢者介護については,施 設ケア ・在宅ケアと
もに外部委託はむ しろ増加傾向にあるとさえいえる。
(3)ボランタリー組織の成長と危機
イギリスのボランタリー組織は世界のNPO同様,近 年急速な成長 をとげているが,例 えば,
2001年6月現在,チ ャリティ委員会(theCharityCommission)に登録 しているチャリティだ
けで も182,000団体が活動 している。1970年の登録チ ャリティが76,648団体であったことから
すれば,過 去30年間で約2.4倍の増加をみたことになる。 しか しながら,1990年時点の団体数
が171,434団体であることか らすればその伸びはやや鈍化 してお り,現在,イ ギ リスのボラン
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図表1:施 設ケア部門別売上高(単 位:100万ポンド)
部門別総計 公共 セ クター ボ ラ ン タ リ ー ・セ ク タ ー 営利 セク ター
1988 4,511 2,344 433 1,734
1989 5,177 2,477 457 2,243
1990 5β36 2,661 471 2,704
1991 6,649 2,673 535 3,436
1992 7,207 2,609 659 3,939
1993 7,94] 2,628 843 4,470
1994 8,072 2,463 926 4,683
1995 8,29E 2,37i 984 4,935
1996 8,31i 2,27i 996 5,044
1997 8,338 2,153 1,027 5,158
1998 8,416 2,037 1,057 5,322
1999 8,479 2,045 1,039 5,390
出 所:Laing&Buisson.CAREOFELDERLYPEOPLE:MarketSurvey1999より作 成
(注1)施 設 ケ ア に は,レ ジ デ ンシ ャ ル ・ホ ー ム,ナ ー シ ン グ ・ホ ー ム,NHS(国 民 保 健 サ ー ビス)病 院 にお け
る ロ ン グ ター ム ・ケ ア な どが 含 まれ る。
レ ジ デ ン シ ャ ル ・ホ ー ム は 日本 で い う老 人 ホ ーム に該 当 し,ナ ー シ ン グ ・ホ ー ム は特 別 養 護 老 人 ホ ー ム
に当 た る 。
(注2)公 共 セ ク ター には,自 治体 直 営 施 設 とNHSに よ る国営 医 療 が 含 ま れ る。
図表2週 当たり在宅ケア(家事援助 ・介護)契約時間
部門別総計 自治体直営 ボ ラ ン タ リ ー ・セ ク タ ー 営 利セ ク ター
1992年9月 1,687,0001,647,800 6,800 32,300
1993年9月 1,780,8001,694,300 16,100 70,400
1994年10月 2,215,1001,787,000 62,200 366,000
1995年9月 2,395,7001,688,900 78,100 628,700
1996年9月 2,486,7001,581,200 100,700 804,800
1997年9月 2,637,0001,506,500 117,500 1,013,000
出 所:イ ギ リス 保健 省HealthStatisticalBulletin1998より作 成
タ リー組織 は成熟期 にある といえる。 なお,ボ ラ ンタリー組織 は,チ ャリテ ィ法(The
CharityAct)に基づ くチ ャリティ団体 として,政 府独立機関であるチャリティ委員会に登録
し認可 されれば,税 の減免資格が与えられる。 しか し,すべてのボランタリー組織がチャリテ
ィ団体 として登録 しているわけではない。さらに付 け加えると,チャリティは法人格ではない。
ボランタリー組織をめ ぐる法制度 ・優遇税制はきわめて複雑であるが,ボ ランタリー組織が法
人格を取得する場合,最 も一般的なのは,会 社法による有限責任保証会社(companylimited
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byguarantee)であ る。
さて,ボ ランタ リー組織 の急 成長 と規模 の拡大 は,同 時 に 「危機」 も胚胎 して きた とい える。
例 えば,ボ ラ ンタ リー組 織 の全 国 レベ ルの中 間支援 組織 で あ るNCVOの レポー ト(National
CouncilforVoluntaryOrganisations2000:29)は,ボラン タリー組織 の主 要 な特徴 は その 自
立性(independence)にあ る と しなが ら も,(自 治体 との)契 約 ベー スの収入へ の財 政的依存
度 の高 ま りや,政 府 との プロジ ェク ト形 態で のパ ー トナー シ ップが進 むにつれ て,一 部 ボラン
タ リー組織 の間で は,政 府か らの 自立性 が損 なわれる現象 が生 じてい る事実 を指 摘 している。
こう した ボラ ンタ リー組織 の 自立 性 の危機 は,組 織 の経 済的 ・財 政 的変化 と関連 して いる。
1990年代 以来,「補助 金か ら契約へ(FromGranttoContract)」と表現 され る ように,イ ギ リ
スの ボ ラ ンタ リー組織 は地方 自治体 との 契約 をベ ース に活動 す るこ とが多 くな りつつ あ る。
NCVOの2000年度年TheUKVoluntarySectorAlmanac(Passey,HemsandJas,2000)で,ボ
ラ ンタリー組織 の財源構 成 をみてみ よ う。 図表3は1999年現 在の ボラ ンタ リー組織 の財 源構 成
で あ るが,縦 軸 は収入 源 を,横 軸 は取 引 タイ プを示 してい る。 それ に よる と収 入 源は 「公 衆
(Generalpublic)」,「政 府(Government)」,「(他の)ボ ラ ン タ リ ー組 織(Voluntary
organisations)」,「企業(Business)」,「内部(Internallygenerated)」に区分 され るが,「公衆」
(個人)か らの寄附 が全体 の34.8%を占め依然 と して最 も多 い。 しか しなが ら,「政府」 か らの
収入 も29.3%と2番目に大 きい比重 を 占め てい る。 これ は収 入 の多 くを寄 附 に依存 している と
い う伝統 的 なチ ャリテ ィの イメージ とはかけ離れ た もので ある。 さ らに 「政府」 か らの収入の
内訳 を取引 タイプか らみ る と,(サ ー ビス提 供 の対 価 と しての)事 業収 入(Earnedincome:
salesofgoodsandservices)が15.3%であ り,補 助金 な どの譲渡収 入(Voluntaryincome:
grantsanddonations)の14.0%を若 干上 回ってい る。
NCVOは,こ の ことに関連 して,ボ ラ ンタリー組織 の公 財政 への経 済的依存 の高 ま りの リス
クと して,事 業委託 の請負側 の ボラ ンタ リー組織が委託 者 しての 自治体 を批判 す る能力 が制 約
され るおそ れのあ る こと,補 助金 につ いて も運営 費(runningcost)一般 に対 す る補 助 よりむ
しろプロジ ェク ト型 の補助 金が増 えつつあ る ことで,補 助 金支給 に関す る規定 にその活動 の柔
軟性 が制約 され るこ となどを指摘 してい る(NCVO2000:30)。「契 約文化」 の浸透 のなかで,
実 質的 な 「契約」 タイプの補助 金制度 が増 えつ つあ る とい える。
ボ ラ ンタリー組織 が この ように公 的な契約 ・補 助金 の枠 組み に制度 的に組み込 まれ,経 済 的
に も公財 政依存 を強 めて いけ ば,そ の役 割 は政府 の公 共 政策遂行 のパ ー トナー として よ りも,
む しろ公 共サー ビス提 供 の 「代理 人(agent)」と しての役割 に限定 され てい くこ とになる。実
際,保 守党 政権下 におい てボ ランタ リー組織 の役 割が サー ビス提供 役割 に限定 され過 ぎていた
とい う反 省 か ら,労 働党 政権 は1997年総選 挙 に勝 利す る以 前か ら 「契 約文化 か らパ ー トナ ー










公 衆 14.6 20.2 0.0 34.8
政 府 15.3 14.0 0.0 29.3
ボ ラ ン タリー組織 1。2 8.4 0,0 9.6
企 業 2.6 2.2 0,0 4.8
内 部 0.0 L3 20.2 21.5
総 計 33.7 46.1 20.2 100
出所TheUKVoluntarySectorAlmanac2000(NCVO)
シ ッ プ 文 化 へ(contractculturetopartnershipculture)」(LabourParty1997)とい う コ ン セ プ





くさせているとみなしている(集 団主義が信頼を破壊する)。その上で,山 岸は,一 般的信頼における
「人々を固定 した関係から解 き放ち,新 しい相手との間の自発的な関係の形成に向かわせるという,関係拡
張」の側面を強調している。
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